
 

 

 

津奈木町子ども・子育て支援事業計画 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年 3 月 

津奈木町 

 





目次 

 

第１章 計画の策定にあたって ...................................................... 1 

１ 計画策定の背景と主旨 ........................................................ 2 

２ 計画の法的根拠と位置づけ .................................................... 3 

３ 計画の期間 .................................................................. 3 

４ 計画の策定体制と方法 ........................................................ 4 

第２章 津奈木町の現状 ............................................................ 5 

１ 人口・世帯の状況 ............................................................ 6 

２ 子どもと家庭の状況 .......................................................... 8 

３ 婚姻及び就労の状況 .......................................................... 9 

４ アンケート調査結果の概要 ................................................... 12 

第３章 計画の基本的な考え方 ..................................................... 19 

１ 基本理念 ................................................................... 20 

２ 計画の方向性 ............................................................... 20 

３ 子ども・子育て支援新制度の概要 ............................................. 21 

４ 教育・保育提供区域の設定 ................................................... 24 

５ 取り組みの体系 ............................................................. 25 

第４章 子ども・子育て支援給付 ................................................... 27 

１ 施設型給付 ................................................................. 28 

２ 地域型保育給付 ............................................................. 28 

第５章 地域子ども・子育て支援事業 ............................................... 35 

１ 地域子ども・子育て支援事業等 ............................................... 36 

第６章 津奈木町での取り組み ..................................................... 45 

１ 職業生活と家庭生活との両立の推進 ........................................... 46 

２ 要保護・要支援児童への取り組みの推進 ....................................... 47 

３ 子どもと保護者の健康づくり ................................................. 49 

４ 地域における子育て支援 ..................................................... 50 

第７章 計画の推進に向けて ....................................................... 53 

１ 計画の推進体制 ............................................................. 54 

２ 計画の進行管理 ............................................................. 54 

資 料 編 ......................................................................... 55 

１ 津奈木町子ども・子育て会議条例 ............................................. 56 

２ 津奈木町子ども・子育て会議委員名簿 ......................................... 58 

３ 支援事業計画策定の経過 ..................................................... 59 

４ 用語解説 ................................................................... 60 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 計画の策定にあたって 

 

１ 計画策定の背景と主旨 

２ 計画の法的根拠と位置づけ 

３ 計画の期間 

４ 計画の策定体制と方法 

 

 

 

 

 

 



 
第１章 計画の策定にあたって 

 2

 

１ 計画策定の背景と主旨 

近年、我が国においては、急速な少子化等を背景として、子ども・子育てを取り巻く環境は大

きく変化し続けています。女性の社会進出に伴う低年齢時からの保育ニーズの増大、核家族化の

進行や地域のつながりの希薄化を背景とした子育て不安を抱える保護者の増加、児童虐待等子ど

もの権利を脅かす事件の増加など、子ども・子育てをめぐる課題は複雑・多様化しています。 

 

国では、少子化対策として平成 15 年に制定された「次世代育成支援対策推進法」に基づき、

総合的な取り組みを進めてきましたが、子ども・子育てを取り巻く社会情勢の変化を受け、新た

な支援制度を構築していくため、平成 22 年の「子ども・子育てビジョン」の閣議決定、子ども・

子育て新システム検討会議の設置を皮切りに、幼保一体化を含む新たな次世代育成支援のための

包括的・一元的なシステムの構築について検討が進められています。 

平成 24 年には、認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の新たな給付や、認定こども園

法の改善などが盛り込まれた「子ども・子育て関連３法」が制定されました。新たな制度のもと

では、「子どもの最善の利益」が実現される社会をめざすとの考えを基本に、制度、財源を一元化

して新しい仕組みを構築し、子どもの幼児期の学校教育・保育の一体的な提供、保育の量的拡充、

家庭における養育支援等を総合的に推進していくことがめざされています。 

 

津奈木町では、「津奈木町次世代育成支援後期行動計画」を「次世代育成支援対策推進法」に定

める「市町村行動計画」として、この計画に基づき、本町における子育て支援のための施策を総

合的に推進してきました。 

しかしながら、本町においても少子化や世帯規模の縮小、さらなる子育てに関するニーズの増

大など、子ども・子育てを取り巻く環境は大きく変化しています。 

以上のことを踏まえ、子どもの健やかな育ちと保護者の子育てを社会全体で支援する環境を整

備することを目的に、本計画を策定しました。 
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２ 計画の法的根拠と位置づけ 

本計画は、子ども・子育て支援法第 61 条に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画です。

なお、本計画は、少子化解消推進対策とも深く関わりを持つため、次世代育成支援法に基づく「津

奈木町次世代育成支援後期行動計画」の考え方を継承するものとします。 

また、本計画は、上位計画である「津奈木町振興計画」や、その他関連計画と整合性、連携を

図って策定したものです。 

 

３ 計画の期間 

本計画の期間は、平成 27 年度から平成 31 年度までの５か年とします。 

 

 

平成 
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４ 計画の策定体制と方法 

「子ども・子育て支援法」に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」の策定等にあたっ

ては、「市町村子ども・子育て会議」を設置することができるとされています。本計画の策定にお

いては、「津奈木町子ども・子育て会議」が同法で定める「市町村子ども・子育て会議」の役割を

担うものとして位置づけました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「子ども・子育て支援事業計画」策定に係るアンケート 

【調査対象】 

就学前児童調査：就学前の児童を持つ保護者 

 

【調査方法】 

①利用施設を通じた配布・回収 

②郵送による配布・回収 

【調査期間】 

平成 25 年 11 月 20 日～12 月 6 日 

【回収率等】 

 就学前児童調査：配布・発送数 209 件、回収数 147 件、 

回収率 70.3％ 

 

現状・課題の抽出 

ニーズ量の見込み 

事務局・関係課 

・関係各課の取り組み・事業の確認 

・福祉課を中心に、その他関係各課を含めて計画内容の協議・調整を行う 

現状分析 

【調査項目】 

・統計資料分析 

・既存計画等文献調査 

・社会資源調査 

       

など 

津奈木町子ども・子育て会議 

 

・教育・保育施設や地域型保育事業の利用定員を定める 

・子ども・子育て支援事業計画を策定・変更する 

・子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な事項

及び当該施策の実施状況について、計画審議する 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 津奈木町の現状 

 

１ 人口・世帯の状況 

２ 子どもと家庭の状況 

３ 婚姻及び就労の状況 

４ アンケート調査結果の概要 
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１ 人口・世帯の状況 

（１）年齢３区分人口構成の推移 

 本町の総人口は、平成 7 年の 5,793 人から平成 22 年の 5,062 人と、15 年間で 731 人減

少しています。 

 年齢 3区分別にみると、老年人口（65歳以上）は増加しているものの、年少人口（0～14歳）、

生産年齢人口（15～64歳）は一貫して減少しています。 

 

＜年齢３区分別人口構成の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

単位：人 

 平成 7年 平成 12年 平成 17年 平成 22年 

総人口 5,793 5,741 5,424 5,062 

年少人口（0～14 歳） 968 905 754 657 

 構成比 16.7% 15.8% 13.9% 12.3% 

生産年齢人口（15～64 歳） 3,345 3,221 2,932 2,642 

 構成比 57.7% 56.1% 54.1% 52.2% 

老年人口（65歳以上） 1,480 1,615 1,738 1,759 

 構成比 25.5% 28.1% 32.0% 34.7% 

年齢不詳 0 0 0 4 

資料：国勢調査 
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（２）世帯構成の推移 

 

 本町の世帯構成の推移をみると、一般世帯総数は、ほぼ横ばいの傾向で、平成 22 年では 1,820

世帯となっています。 

また、一般世帯人員数では平成7年の5,751人から平成22年の4,985人と減少しています。

核家族世帯の中では、女親と子どもの世帯、単独世帯が増加傾向にあります。 

 

＜世帯構成の推移＞ 

単位：世帯 
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男
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女
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子
ど
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平成

７年 

1,786 1,539 1,033 428 491 19 95 506 5 242 5,751 

平成

12 年 

1,881 1,564 1,093 443 501 27 122 471 6 311 5,701 

平成

17 年 

1,872 1,488 1,051 436 456 25 134 437 4 380 5,361 

平成

22 年 

1,820 1,431 1,038 424 418 28 168 393 6 382 4,985 

資料：国勢調査 

＜世帯数及び一世帯あたり人員数の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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２ 子どもと家庭の状況 

（１）６歳未満・18 歳未満の親族のいる世帯の推移 

 

 ６歳未満の親族のいる核家族世帯の数をみると、平成 7 年から平成 22 年まで増減しており、

平成 22 年で 102 世帯となっています。 

 また、18歳未満の親族のいる核家族世帯の数においても、６歳未満同様平成 7 年から平成 22

年にかけて増減はあるものの、平成 22 年では 262 帯となっています。 

 

＜６歳未満・18 歳未満の親族のいる世帯の推移＞ 

単位：世帯 

 平成 7 年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 

一般世帯数 ① 1,786 1,881 1,872 1,820 

６歳未満の親族のいる核家族世帯数② 110 135 109 102 

構成比（②/①） 6.2% 7.2% 5.8% 5.6% 

18 歳未満の親族のいる核家族世帯数③ 284 303 266 262 

構成比（③/①） 15.9% 16.1% 14.2% 14.4% 

資料：国勢調査 

 

 ひとり親世帯数（18 歳未満の子どもがいる母子家庭・父子家庭）の推移をみると、平成 7 年

から平成 22 年にかけて増減はあるものの、平成 22 年では 196 世帯となっています。 

 

＜ひとり親世帯の推移＞ 

 

単位：世帯 

 平成 7年 平成 12年 平成 17年 平成 22年 

一般世帯総数（①） 1,786 1,881 1,872 1,820 

ひとり親世帯数（②） 114 149 159 196 

一般世帯に占める割合（②／①） 6.4% 7.9% 8.5% 10.8% 

資料：国勢調査 
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３ 婚姻及び就労の状況 

（１）出生数の推移 

 

 出生数の推移をみると、平成 21 年から平成 25 年にかけて増減しており、平成 25 年では 31

人となっています。 

＜出生数の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人口動態調査  

 

（２）婚姻・離婚の状況 

 

婚姻件数・離婚件数の推移をみると、年度によって増減はあるものの大幅な動きはなく推移し

ており、各年度とも婚姻件数が離婚件数を上回り推移しています。 

 

＜婚姻・離婚件数の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民課
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（３）未婚率の状況 

 

女性の未婚率についてみると、平成 22 年では 35～39歳の未婚率が平成 7 年と比べ約 2倍

近く増えています。 

男性の未婚率についてみても、女性と同じく 35～39歳、40～44歳の未婚率の増加が顕著に

みられ、20 代、30 代前半の世代でみると増減はあるものの晩婚化などの変化はあまりみられま

せんでした。 

 

＜女性の未婚率の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

＜男性の未婚率の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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（４）女性の就労状況 

 

平成 22 年における就業率（人口に占める就業者数の割合）を男女別に比較すると、20 歳代

前半以降男女差が大きくみられ、20～24歳代では 25.8 ポイント差と大きく開いています。 

 

＜男女別就業率＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 22年国勢調査 

 

女性の年齢別就業率について、平成 17 年と平成 22 年とで比較すると、50～54歳の年齢層

を除き平成 17 年の就業率が高くなっている状況です。 

 

＜女性の年齢別就業率＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 17年、平成 22年国勢調査 
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４ アンケート調査結果の概要 

（１）保育サービスについて 

 

定期的な保育サービス等の利用状況をみると、「利用している」が 83.7％、「利用していない」

が 15.6％となっています。 

 

＜保育サービス等の利用状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 子どもを預けられる人の有無をみると、「日常的に預かる人がいる（祖父母等）」は、40.8％と

約 4 割を占めています。また、「緊急時に預かる人がいる（祖父母等）」では 68.7％となってい

ます。一方、友人や知人になると日常的に預かれる方と緊急時や用事の際に預かれる方を合わせ

ても、1 割にも満たないことから、本町内では核家族化の進行はあるものの「三世代同居」や「同

じ敷地内または行動範囲内に祖父母が生活している」方が多いことがうかがえます。 

 

＜子どもを預けられる人の有無＞ 
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38.2

69.7

53.9

20.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父親が休んだ

母親が休んだ

（同居者を含む）親族・知人に

子どもをみてもらった

父親又は母親のうち就労して

いない方が子どもをみた

病児・病後児の保育を利用した

ベビーシッターを利用した

仕方なく子どもだけで

留守番をさせた

その他

不明・無回答

<複数回答>

72.4 22.8 4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

あった なかった 不明・無回答

<単数回答>

 

この 1 年間に、子どもが病気やケガで通常の保育サービス等を利用できなかったことの有無を

みると、利用できないことが「あった」が 72.4％、「なかった」が 22.8％となっており、7 割

以上の人が保育サービス等を利用できなかった経験がある状況がみられます。 

 

＜病気やケガで保育サービス等が利用できなかったことがあるか＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもが病気やケガで保育サービスの利用ができなかった際の対処方法についてみると、「母親

が休んだ」が 69.7％、「親族・知人に子どもをみてもらった」が 53.9％となっています。 

 

＜病気やケガで保育サービスの利用ができなかった際の対処方法＞ 
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21.8 70.7 7.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

あった なかった 不明・無回答

<単数回答>

 

保護者の用事で、泊まりがけで家族以外にみてもらったことの有無についてみると、「あった」

が 21.8％、「なかった」が 70.7％となっています。 

 

＜保護者の用事（冠婚葬祭、保護者・家族の病気など）で、 

泊まりがけで家族以外にみてもらったことの有無＞ 
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74.8

17.7

12.9

31.3

35.4

38.8

20.4

39.5

17.7

2.0

2.0

15.6

3.4

8.2

36.7

38.1

32.7

30.6

44.9

36.1

44.2

0% 20% 40% 60% 80%

母親（父親）学級、両親学級、育児学級

保健センターの情報・相談事業

家庭教育に関する学級・講座

教育相談センター・教育相談室

保育所や幼稚園の園庭等の開放

子育ての総合相談窓口

自治体発行の子育て支援情報誌

Ａ．認知度 Ｂ．利用経験 Ｃ．利用意向

〈単数回答〉

 

（２）子育て支援サービスについて 

 

子育て支援サービスの認知度についてみると、「母親（父親）学級、両親学級、育児学級」が

74.8％と他のサービスよりも高くなっています。利用経験についてみると、「母親（父親）学級、

両親学級、育児学級」が 39.5％、次いで「保健センターの情報・相談事業」が 17.7％となって

います。利用意向についてみると、「保育所や幼稚園の園庭等の開放」が 44.9％、次いで「自治

体発行の子育て支援情報誌」が 44.2％となっています。 

 

＜子育て支援サービスの認知度・利用経験・利用意向＞ 
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25.0 37.5 27.5
10.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

子育てや家事などに専念したい（就労の予定はない）

1年より先、一番下の子どもが（ ）歳になったころに就労したい

すぐにでも、もしくは１年以内に就労したい

不明・無回答

<単数回答>

49.7

0.0

31.0

2.5

19.3

97.5

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親

父親

働いていなかった 取得した（取得中である） 取得していない 不明・無回答

<単数回答>

 

（３）仕事と子育ての両立について 

 

母親の就労希望をみると、「1 年より先、一番下の子どもが○歳（主に１歳と６歳）になったこ

ろに就労したい」が 37.5％、次いで「すぐにでも、もしくは 1 年以内に就労したい」が 27.5％

となっており、就労希望が高くなっています。 

 

＜母親の就労希望（現在、働いていない人のみ）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

育児休業の取得状況についてみると、母親では「働いていなかった」が 49.7％、「取得した（取

得中である）」が 31.0％となっています。父親では「取得していない」が 97.5％となっており、

父親の利用が進んでいない状況です。 

 

＜育児休業の取得状況＞ 
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17.9

3.6

3.6

0.0

0.0

10.7

14.3

3.6

7.1

32.1

50.0

0.0

0.0

0.0

10.7

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった

仕事が忙しかった

（産休後に）仕事に早く復帰したかった

仕事に戻るのが難しそうだった

昇給・昇格などが遅れそうだった

収入減となり、経済的に苦しくなる

保育所（園）などに預けることができた

配偶者が育児休業制度を利用した

配偶者が無職、祖父母等の親族にみてもらえる

など、制度を利用する必要がなかった

子育てや家事に専念するため退職した

職場に育児休業の制度がなかった（就業規則に

定めがなかった）

有期雇用のため育児休業の取得要件を

満たさなかった

育児休業を取得できることを知らなかった

産前産後の休暇（産前６週間、産後８週間）を

取得できることを知らず、退職した

その他

不明・無回答

<複数回答>

 

育児休業を取得していない理由についてみると、母親では「職場に育児休業の制度がなかった

（就業規則に定めがなかった）」が 50.0％、次いで「子育てや家事に専念するため退職した」が

32.1％となっています。 

 

＜育児休業を取得していない理由【母親】＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 計画の基本的な考え方 

 

１ 基本理念 

２ 計画の方向性 

３ 子ども・子育て支援新制度の概要 

４ 教育・保育提供区域の設定 

５ 取り組みの体系 
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１ 基本理念 

 

本町での子育てや教育環境は、豊かな自然に恵まれ、地域の方々や社会福祉協議会、さらには

各種団体等において、様々な子どもたちの健全育成に関する取り組みを行っており、周囲の人た

ちの支援も受けやすいなど、都会とは違った良さがあります。 

しかし、核家族化の進展や地域のつながりの希薄化により、祖父母や近隣の住民等から、日々

の子育てに対する助言や支援、協力を得ることは年々難しくなってきています。 

これまでは若い世代が結婚や出産、子育てに希望を持つことができる社会をめざし「少子化対

策」という考え方で子どもの支援に取り組んできましたが、今後も状況の変化に対応するため、

子どもの目線で子育てに向き合う「子どもが主人公」という考え方で、子どもたちの幸せを守っ

ていかなければなりません。 

そのため、子どもたちの思いを尊重し、保育園に行きたい、学校に通いたいと思えるような質

の高い教育・保育を総合的に行っていきます。 

また、子どもたちの健やかな成長は、家庭や地域など子どもたちを取り巻く環境に大きく左右

されるため、地域での子育て支援の充実を図り、町全体で子育てを応援していきます。 

本計画では、「津奈木町次世代育成支援行動計画（後期計画）」の流れを引き継ぎ、町民一人ひ

とりが誇りをもち、地域全体で思いやりをもって子育てを支援していきながら、生活に潤いのあ

るまちづくりをめざすため、「住みたくなる町づくりの推進」を基本理念として掲げます。 

 

 

 

 

 

２ 計画の方向性 

○子育ては“人づくり”であり、次の世代に親となる子どもたちに、親になることのこころ構

えなどの教育の支援や働きかけを支援します。 

○子どもの感じ方・見方を尊重し、子どもが安全で親が安心できる、地域における子育ての推

進を図ります。 

○社会環境の変化や住民の価値観の多様化に伴い、子育て支援に係るニーズの多様化に対応し

たサービスの推進に取り組みます。 

○子育て関連ならびに次世代の育成支援については、地域の社会的な条件などの特性を踏まえ、

ニーズ及び必要とされる支援策を推進します。 

「住みたくなる町づくりの推進」 
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３ 子ども・子育て支援新制度の概要 

（１）保育の必要性の認定 

 

保護者の申請を受けた市町村が、国の策定する客観的基準に基づき、保育の必要性を認定した

上で給付を支給する仕組みとなりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※保育の必要性の認定（２号認定・３号認定）にあたっては、以下の３点が考慮されます。 

  ① 保育を必要とする事由 

   ・就労 

フルタイムのほか、パートタイム、夜間、居宅内労働など、基本的に全ての就労を含む。 

   ・就労以外 

    産前産後、保護者の疾病・障害、親族の介護等、災害復旧、求職活動、就学など。 

  ② 保育の必要量 

   「保育標準時間」利用 …主にフルタイム就労を想定した利用時間（最長 11 時間） 

   「保育短時間」利用  …主にパートタイム就労を想定した利用時間（最長８時間） 

    ※本町では、下限時間を１月あたり 48 時間以上とします。 

  ③ 優先利用 

   ひとり親家庭や生活保護世帯など。 

 

 

1号認定子ども：満3歳以上の学校教育のみ（保育の必要性なし）の就学前の子ども 

2号認定子ども：満3歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学前の子ども 

【保育を必要とする子ども】 

3号認定子ども：満3歳未満の保育の必要性の認定を受けた就学前の子ども 

【保育を必要とする子ども】 
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（２）子ども・子育て支援サービスの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※新制度全体に関する内容であり本町にない施設や事業も記載しています。 

 

子ども・子育て支援給付 

施設型給付 

（教育・保育施設）

・保育園（所） 

・幼稚園 

・認定こども園 

 

地域型保育給付 

・小規模保育 

・家庭的保育 

・居宅訪問型保育 

・事業所内保育 

 

地域子ども・子育て支援事業 

［相談支援］ 

・利用者支援事業 

・地域子育て支援拠点事業 

［訪問系事業］ 

・乳児家庭全戸訪問事業 

・養育支援訪問事業 

［通所系事業］ 

・子育て短期支援事業 

 （ショートステイ） 

・一時預かり事業 

・延長保育事業 

・病児・病後児保育事業 

・放課後児童健全育成事業 

 （放課後児童クラブ、学童保育） 

［その他の事業］ 

・妊婦に対する健康診査 

・子育て援助活動支援事業 

（ファミリーサポートセンター） 

 

・実費徴収に係る補足給付を行う事業 

・多様な主体が本制度に参入すること 

を促進するための事業 

 

●保育園（所）は保育園（所）委託運営費、幼

稚園は私学助成・幼稚園就園奨励費、認定こ

ども園には保育園（所）部分と幼稚園部分そ

れぞれに安心こども基金から運営に関する

費用が支払われていたものを、施設型給付に

より一本化 

●都道府県が認可する教育・保育施設を対象と

する施設型給付に加え、市町村が認可する地

域型保育事業を創設し、保育サービスを拡充 

●給付の実施主体である市町村は、認可を受け

た教育・保育施設及び地域型保育事業に対し

て、その申請に基づき、各施設・事業の類型

に従い、市町村事業計画に照らし、1 号認定

子ども、2 号認定子ども、3 号認定子どもご

との利用定員を定めた上で、給付の対象とな

ることを確認 
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■保育園（所）・幼稚園 

保育園（所）は、児童福祉法に定める、保育を必要とする０～５歳児に対して保育を行う施設

（児童福祉法第 39 条）です。 

幼稚園は、学校教育法に定める、３～５歳児に対して学校教育を行う施設（学校教育法第 22

条）です。「幼児を保育し、適当な環境を与えて、その心身の発達を助長することを目的」として

います。 

 

■認定こども園 

幼稚園・保育園（所）などのうち、①就学前の子どもに教育・保育を提供する機能、②地域に

おける子育て支援を行う機能を備える施設について、都道府県から認定こども園としての認定を

受けることができる仕組みを設けるもの（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律第２条第６項）です。 

 

 

小規模保育事業 

主に満３歳未満の乳児・幼児を対象とし、利用定員が６人以上 19 人以下

で保育を行う事業 

家庭的保育事業 

主に満３歳未満の乳児・幼児を対象とし、利用定員が５人以下で、家庭

的保育者の居宅等の場所で、家庭的保育者による保育を行う事業 

居宅訪問型保育事業 

主に満３歳未満の乳児・幼児を対象とし、当該保育を必要とする乳児・

幼児の居宅において、家庭的保育者による保育を行う事業 

事業所内保育事業 

主に満３歳未満の乳児・幼児を対象とし、事業所内の施設において、事

業所の従業員の子どものほか、地域の保育を必要とする子どもの保育を

行う事業 

 

 

 

  

 

施設型給付 

地域型保育事業 

認
可

定
員

 

19 人 

６人 

５人 

１人 

小規模保育事業 

家庭的保育事業 

居宅訪問型 

保育事業 

事業所内 

保育事業 
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４ 教育・保育提供区域の設定 

（１）国の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）区域設定の進め方についての補足 

 

区域と事業計画について 

 

●「量の見込み」と「確保方策」を区域ごとに設定し、事業計画に記載。 

 

○各年度の児童の認定区分ごとの「教育・保育」の「量の見込み」（需要）に対しての「確保方

策」（「いつ」・「どの施設・事業で」・「どのくらいの」提供を行っていくのか）を記載。 

 

○「地域子ども・子育て支援事業」についても同様に、各事業の計画を記載。 

 

 

（３）津奈木町の教育・保育提供区域について 

 

「教育・保育提供区域」は、子ども子育て支援法の規定に基づき、津奈木町全域を 1区域とし

て設定します。 

 

本町については、地理的、人口規模が大きくないことや地域的なつながりが深く、日常生活圏

域として捉えられている小学校区の基礎圏域を一つの中学校でカバーしていることから町全体を

圏域ととらえ地域での支え合いのもと、全ての子どもたちが等しく、豊かな教育・保育を受けら

れるような取り組みが必要です。 

また、教育・保育提供区域ごとに定める必要利用定員総数が、今後の施設・事業整備量の指標

となることからも町を区域ごとに分けるのでなく全域を圏域ととらえることで、幼稚園、保育園、

小学校をはじめ様々な施設や事業を町全体で連携できる小さい町のメリットを活かすことができ

ると考えられます。 

 市町村は、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、現在の教育・保育の利用状況、

教育・保育を提供するための施設の整備の状況、その他の条件を総合的に勘案して、小学校区

単位、中学校区単位、行政区単位等、地域の実情に応じて、保護者や子どもが居宅より容易に

移動することが可能な区域（以下「教育・保育提供区域」という。）を定める必要がある。その

際、教育・保育提供区域は、地域型保育事業の認可の際に行われる需給調整の判断基準となる

ことを踏まえて設定すること。 
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５ 取り組みの体系 

１
 
子
ど
も
・
子
育
て

支
援
給
付
 

１ 施設型給付 

①認定こども園 

②保育園 

③幼稚園 

２ 地域型保育給付 

①小規模保育 

②家庭的保育 

③居宅訪問型保育 

④事業所内保育 

２
 
地
域
子
ど
も
・
子

育
て
支
援
事
業
 

１ 地域子ども・ 

子育て支援事業等 

 

①利用者支援事業 

③妊婦健康診査 

⑤子育て短期支援事業・ 

トワイライトステイ事業 

⑦一時預かり事業 

⑨病児・病後児保育事業 

⑪放課後子ども教室 

 

②子育て支援拠点事業 

④乳児家庭全戸訪問事業 

⑥ファミリー・サポート・センター事業 

⑧時間外保育事業（延長保育事業） 

⑩放課後児童健全育成事業 

 

３
 
津
奈
木
町
で
の
取
り
組
み
 

１ 職業生活と家庭生活と

の両立の推進 

（１）仕事と生活の調和の実現に向けた取り組みの推進 

①男女共同参画推進事業 

 

２ 要保護・要支援児童への

取り組みの推進 

（１）児童虐待防止対策の充実 

①児童虐待防止活動 

（２）ひとり親家庭等の自立支援の推進 

①福祉サービス等各種制度の充実 

②社会参加の促進 

（３）障がい児施策の充実 

①健康診査や学校における健康診断等の充実 

②幼保小中連携体制の推進 

③障がい福祉サービス等の充実 

３ 子どもと保護者の 

健康づくり 

（１）子どもや親の健康の確保 

①乳幼児健診の充実 

②育児学級の充実 

（２）小児救急医療体制の充実 

①小児救急医療体制の充実 

②小児医療の情報提供の充実 

４ 地域における子育て 

支援 

（１）経済的支援の充実 

①チャイルド・ジュニアシート貸出事業 

②子ども医療費助成事業 

③風しん予防接種助成事業 

④多子世帯の保育料無料 

（２）情報提供・相談支援体制の充実 

①子育てに関する情報提供の充実 

②相談支援体制の充実 

（３）子どもの視点に立った居場所づくりの充実 

①地域施設の開放・充実 

②図書館の充実 

③青少年教育施設活動の充実 

④美術館・野外彫刻 

（４）子育て仲間との交流・ふれあいの場の充実 

①キラキラ☆クラブ・親子ふれあいルームの充実 

②離乳食教室の充実 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 子ども・子育て支援給付 

 

１ 施設型給付 

２ 地域型保育給付 
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１ 施設型給付 

現在、町立保育園が１箇所、私立保育園が１箇所、幼稚園が１箇所あり、それぞれ教育・保育

を実施しています。認定こども園に関しては、本町では実施しておりません。 

 

事業名 担当課 内容 

認定こども園 

住 民 課 

教育委員会 

幼稚園、保育所等のうち、以下の機能を備える事業です。 

①教育及び保育を一体的に提供 

②地域における子育て支援の実施 

保育園 住 民 課 

保護者の労働または疾病その他の政令で定める基準に従い

条例で定める事由により、その監護すべき乳児、幼児などの児

童を保育する事業です。    

幼稚園 教育委員会 

幼稚園教育の目標を達成するために必要な様々な体験が豊

富に得られるような環境を構成し、その中で幼児が幼児期にふ

さわしい生活を営むようにする事業です。 

 

２ 地域型保育給付 

現在、地域型保育に関しては、小規模保育・家庭的保育・居宅訪問型保育・事業所内保育それ

ぞれ実施しているところはありません。 

 

事業名 担当課 内容 

小規模保育 住 民 課 

主に満 3 歳未満の乳児・幼児を対象とし、利用定員が６人

以上 19 人以下の保育を行います 

家庭的保育 住 民 課 

主に満 3歳未満の乳児・幼児を対象とし、利用定員が 5 人

以下で、家庭的保育者の居宅等の場所で、家庭的保育者が保育

を行います。 

居宅訪問型 

保育 

住 民 課 

主に満 3 歳未満の乳児・幼児を対象とし、当該保育を必要

とする乳児・幼児の居宅において、家庭的保育者による保育を

行います。 

事業所内保育 住 民 課 

主に満 3 歳未満の乳児・幼児を対象とし、事業所内の施設

において、事業所の従業員の子どものほか、地域の保育を必要

とする子どもの保育を行います。 
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＜５歳以下各歳人口の推移＞ 

単位：人 

 平成 25年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年 

０歳 36 28 28 27 25 26 26 

１歳 20 35 27 25 26 24 25 

２歳 28 20 35 27 25 26 24 

３歳 37 28 20 35 27 25 26 

４歳 38 38 29 21 37 28 26 

５歳 39 39 39 30 22 39 30 

合計 198 188 176 165 162 168 157 

対前年比  0.94 0.93 0.93 0.98 1.03 0.93 

 

 

 

 

 

平成 25 年度（平成 26年 3 月 31 日） 

１号 

２号 ３号 

幼児期の学校教

育の利用希望が

強い 

左記以外 

３～５歳 

０歳 １、２歳 

実績値 19 0 94 28 46 

（他市町村から 

受け入れる子ども） 

0 0 

水俣市 4人 

芦北町 1人 

水俣市 5人 

芦北町 1人 

水俣市 5人 

芦北町 1人 

確

保

方

策 

特定教育･保育施設 町内 105 人 町内 97 人、水俣市 2人 

町内 29 人 

水俣市 4人 

八代市 1人 

町内 47 人 

水俣市 4人 

諫早市 1人 

 

保育所   97 29 47 

 

幼稚園 19 0    

 

認定こども園 0 0 0 0 0 

特定地域型保育事業    0 0 

 

小規模保育    0 0 

 

家庭的保育    0 0 

 

居宅訪問型保育    0 0 

 

事業所内保育    0 0 

 

資料：住民基本台帳（コーホート法を用いて算出） 

※平成 25年は４月１日現在の実績 
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平成 27 年度 

１号 

２号 ３号 

幼児期の学校教

育の利用希望が

強い 

左記以外 

３～５歳 

０歳 １、２歳 

量の見込み 21 0 56 20 43 

（他市町村から 

受け入れる子ども） 

0 0 

水俣市 2 人 

芦北町 2 人 

水俣市 2 人 

水俣市 3 人 

芦北町 3 人 

確

保

方

策 

特定教育･保育施設 町内 105 人 町内 90 人、水俣市 4人 

町内 30 人 

水俣市 2人 

町内 60 人 

水俣市 6人 

 保育所   90 30 60 

 幼稚園 105 0    

 認定こども園 0 0 0 0 0 

特定地域型保育事業    0 0 

 小規模保育    0 0 

 家庭的保育    0 0 

 居宅訪問型保育    0 0 

 事業所内保育    0 0 

 

 

平成 28 年度 

１号 

２号 ３号 

幼児期の学校教

育の利用希望が

強い 

左記以外 

３～５歳 

０歳 １、２歳 

量の見込み 21 0 55 19 35 

（他市町村から 

受け入れる子ども） 

0 0 

水俣市 2 人 

芦北町 2 人 

水俣市 2 人 

水俣市 3 人 

芦北町 3 人 

確

保

方

策 

特定教育･保育施設 町内 105 人 町内 90 人、水俣市 4人 

町内 30 人 

水俣市 2人 

町内 60 人 

水俣市 6人 

 
保育所   90 30 60 

 
幼稚園 105 0    

 
認定こども園 0 0 0 0 0 

特定地域型保育事業    0 0 

 小規模保育    0 0 

 家庭的保育    0 0 

 居宅訪問型保育    0 0 

 事業所内保育    0 0 
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 平成 29 年度 

１号 

２号 ３号 

幼児期の学校教

育の利用希望が

強い 

左記以外 

３～５歳 

０歳 １、２歳 

量の見込み 21 0 55 19 35 

（他市町村から 

受け入れる子ども） 

0 0 

水俣市 2 人 

芦北町 2 人 

水俣市 2 人 

水俣市 3 人 

芦北町 3 人 

確

保

方

策 

特定教育･保育施設 町内 105 人 町内 90 人、水俣市 4人 

町内 30 人 

水俣市 2人 

町内 60 人 

水俣市 6人 

 保育所   90 30 60 

 幼稚園 105 0    

 認定こども園 0 0 0 0 0 

特定地域型保育事業    0 0 

 小規模保育    0 0 

 家庭的保育    0 0 

 居宅訪問型保育    0 0 

 事業所内保育    0 0 

 

 

平成 30 年度 

１号 

２号 ３号 

幼児期の学校教

育の利用希望が

強い 

左記以外 

３～５歳 

０歳 １、２歳 

量の見込み 22 0 59 20 35 

（他市町村から 

受け入れる子ども） 

0 0 

水俣市 2 人 

芦北町 2 人 

水俣市 2 人 

水俣市 3 人 

芦北町 3 人 

確

保

方

策 

特定教育･保育施設 町内 105 人 町内 90 人、水俣市 4人 

町内 30 人 

水俣市 2人 

町内 60 人 

水俣市 6人 

 保育所   90 30 60 

 幼稚園 105 0    

 認定こども園 0 0 0 0 0 

特定地域型保育事業    0 0 

 小規模保育    0 0 

 家庭的保育    0 0 

 居宅訪問型保育    0 0 

 事業所内保育    0 0 
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平成 31 年度 

１号 

２号 ３号 

幼児期の学校教

育の利用希望が

強い 

左記以外 

３～５歳 

０歳 １、２歳 

量の見込み 20 0 53 20 34 

（他市町村から 

受け入れる子ども） 

0 0 

水俣市 2 人 

芦北町 2 人 

水俣市 2 人 

水俣市 3 人 

芦北町 3 人 

確

保

方

策 

特定教育･保育施設 町内 105 人 町内 90 人、水俣市 4人 

町内 30 人 

水俣市 2人 

町内 60 人 

水俣市 6人 

 保育所   90 30 60 

 幼稚園 105 0    

 認定こども園 0 0 0 0 0 

特定地域型保育事業    0 0 

 小規模保育    0 0 

 家庭的保育    0 0 

 居宅訪問型保育    0 0 

 事業所内保育    0 0 

 

提供体制、確保方策の具体的な考え方 

 

現在、２つの認可保育所で利用定員を 0 歳児 30 人・１,２歳児 60 人・3 歳以上 90 人で

定めており、ニーズ量を満たしているため量の確保に努めます。 

現在、本町の認可保育所では、定員の弾力化により、認可定員を超えて子どもを受け入れ

ている施設はありませんが、常に定員を超えている状況が発生する場合は定員の見直しによ

り定員枠の拡大を図ります。 

 

【１号認定：３～５歳（教育のみ）】 

現在、町内に公立幼稚園があり広域利用はありません。定員にも余裕があるため引き続き

量の確保に努めます。 
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【２号認定：３～５歳（保育の必要性あり）】 

２号認定についても、現在は定員の余裕があるため今後も維持していきます。また引き続

き近隣市町村と調整の上、広域利用希望者に対して確保を行います。 

 〇広域利用：平成 27 年度見込み 水俣市５名 

 

【３号認定：０歳（保育の必要性あり）】 

３号認定（０歳）については、年度の途中で増え、年度末になると、町内の 2 園ともに定

員に近い利用がありますが、町内に新設での保育所等の設置は困難なため、定員を超えるよ

うな場合は、近隣市町村と調整の上、広域利用による確保を行います。 

 〇広域利用：平成 27 年度見込み 0 名 

 

【３号認定：１・２歳（保育の必要性あり）】 

３号認定（１,２歳）については、量の見込みに対して十分な提供体制が確保されており、

現在の提供体制を維持します。 

 〇広域利用：平成 27 年度見込み 水俣市 5 名 
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１ 地域子ども・子育て支援事業等 



 
第５章 地域子ども・子育て支援事業 

 36

 

１ 地域子ども・子育て支援事業等 

事業名 担当課 内容 

利用者支援事業 住民課 

子ども及びその保護者が、保育所での保育や一時預かり、ま

た放課後児童クラブ等の地域子育て支援事業等の中から適切

なものを選択し円滑に利用できるよう、身近な場所で支援を行

う事業です。 

その他に保健師などが、妊娠期から子育て中の保護者に対

し、育児のさまざまな相談や支援を行います。 

現在、利用者支援事業として本町で位置付けてはいませんが

継続して上記内容の支援を行います。 

 

■量の見込み 単位（か所） 

 

平成 

25 年度 

（実績） 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

①量の見込 0 0 0 0 0 0 

②確保の内容 0 0 0 0 0 0 

②－① 0 0 0 0 0 0 

 

事業名 担当課 内容 

子育て 

支援拠点事業 

住民課 

子育て家庭の親子の交流等を促進する子育て支援拠点によ

り、子育て支援機能の充実を図り、子育ての不安感等を緩和し、

子どもの健やかな育ちを促進する事業です。 

 現在、親子同士の交流や相談を行うキラキラ☆クラブを毎月

2回開設しています。その他、幼稚園・保育所などで保護者か

らの相談にも随時対応していることから、施設での窓口設置な

ども視野に入れ提供体制の確保に努めます。 

 

■量の見込み 単位（人回） 

 

平成 

25 年度 

（実績） 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

①量の見込 0 
99 89 86 86 84 

②確保の内容 0 96 100 100 100 100 

②－① 0 △3 11 14 14 16 
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事業名 担当課 内容 

妊婦健康診査 住民課 

    安心・安全に出産できる体制づくりを進めるため、妊産婦・

乳児・乳幼児に対して健康状態の把握等を行います。 

今後も妊娠期を健康に過ごし安心して出産が迎えられるよ

う、医療機関と連携しながら支援していきます。 

実施場所：熊本県内の医療機関 

実施時期：通年実施 

実施体制：熊本県医師会との委託契約 

検査項目：熊本県医師会と市町村が協議の上、定める基本的

な妊婦健康診査項目 

 

■量の見込み 単位（人） 

 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

① 量の見込 364 378 350 364 364 

② 確保の内容 364 378 350 364 364 

②－① 0 0 0 0 0 

 

事業名 担当課 内容 

乳児家庭全戸訪

問事業 

住民課 

子育ての孤立化を防ぐために、基本的に生後４か月を迎える

までの、すべての乳児のいる家庭を訪問し、地域の中で子ども

が健やかに育成できる環境整備を図ります。 

保健師等ができる限り早い時期に家庭訪問を実施し、子ども

の健やかな成長を図り、母親の育児不安等を軽減し子育て支援

を行います。 

実施体制（職員人数）：保健師 2名 

 

■量の見込み 単位（人） 

 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

① 量の見込 26 27 25 26 26 

② 確保の内容 26 27 25 26 26 

②－① 0 0 0 0 0 
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事業名 担当課 内容 

子育て短期支援

事業 

トワイライトステイ

事業 

住民課 

保護者が疾病・疲労、仕事など理由により家庭において子ど

もを養育することが困難となった場合、児童養護施設等で子ど

もを一時的に預かり、必要な保護を行います。 

実施を行う場合は、水俣市の児童養護施設に委託し行う予定

です。 

 調査においてはニーズを確認できませんでしたが、今後も引

き続きニーズを把握していきます。 

 

■量の見込み 単位（人日） 

 

平成 

25 年度 

（実績） 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

①量の見込 0 
0 0 0 0 0 

②確保の内容 0 0 0 0 0 0 

②－① 0 0 0 0 0 0 

 

事業名 担当課 内容 

ファミリー・サポー

ト・センター事業 

住民課 

仕事と家庭の両立など、子育てを支援するため、子どもを預

かってほしい方（依頼会員）と子どもを預かることができる方

（協力会員）とを会員として組織し、会員相互の活動を支援す

る事業です。 

現在は実施していないため、平成 27 年度から正確なニーズ

を把握し平成 28年度以降に事業実施を検討します。 

 

■量の見込み 単位（人日） 

 

平成 

25 年度 

（実績） 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

①量の見込 0 
8 8 8 8 8 

②確保の内容 0 0 8 8 8 8 

②－① 0 △8 0 0 0 0 
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事業名 担当課 内容 

一時預かり事業 住民課 

就労形態の多様化に伴う一時的な保育や、専業主婦家庭等の

育児疲れ解消、緊急時の保育等に対応するため、未就園児を一

時的に保育所等で預かる事業です。 

 現在、保育所１箇所で事業を実施しており、現在の提供体制

を維持し、引き続き事業を実施します。 

 

■量の見込 単位（人日） 

 

平成 

25 年度 

（実績） 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

幼稚園での

一時預かり 

①量の見込 140 65 63 63 68 60 

②確保の内容 140 170 170 170 170 170 

②－① 0 0 0 0 0 0 

一時預かり 

①量の見込 24 250 234 229 237 222 

②確保の内容 24 
250 234 229 237 222 

②－① 0 0 0 0 0 0 

 

事業名 担当課 内容 

時間外保育事業 

（延長保育事業） 

住民課 

保護者の就労形態の多様化などに伴う延長保育の需要に対

応するため、保育所の 11 時間の開所時間の前後において、さ

らに 30分以上、保育所の開所時間を延長して保育を行う事業

です。 

現在、町内保育所２箇所ともに実施しており、提供体制の確

保に努めニーズ量を満たしていきます。 

 

■量の見込み 単位（人） 

 

平成 

25 年度 

（実績） 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

①量の見込 8 
12 11 11 11 10 

②確保の内容 8 15 15 
15 15 

15 

②－① 0 3 4 4 4 5 
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事業名 担当課 内容 

病児・病後児保育

事業 

住民課 

保護者が就労等により、子どもが病気の際に自宅での保育が

困難な場合に、病院・保育所等に付設された専用スペースまた

は事業のための専用施設で、一時的に保育する事業です。 

現在は事業の実施がなく、今後、隣接する水俣市との連携し

事業を実施する予定です。また、ファミリーサポートセンター

等での設置などを検討し提供体制を確保します。 

 

■量の見込み 単位（人日） 

 

平成 

25 年度 

（実績） 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

①量の見込 0 
239 224 220 228 213 

②確保の内容 0 0 250 250 250 250 

②－① 0 △239 26 30 22 33 
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事業名 担当課 内容 

放課後児童健全

育成事業 

住民課 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校就学中の児

童に対し、保育施設等で放課後及び長期休暇等に預かり、子ど

もの健全育成を図る事業です。 

現在、町施設「つなぎ児童クラブ 風ん子」を設置しており、

引き続き事業を実施します。利用児童数には余裕があります

が、平成 27 年度から対象児童を小学校低学年から就学中の児

童へひろげたことで、継続して定員を超えるような場合は、小

学校の余裕教室等の活用も含め事業の推進を図ります。 

 

■量の見込 単位（人） 

 

平成 

25 年度 

（実績） 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

①量の見込 

低学年 22 
31 31 30 28 28 

高学年 0 0 0 0 0 0 

②確保の内容 35 35 35 35 35 35 

②－① 18 4 4 5 7 7 

 

事業名 担当課 内容 

放課後子ども 

教室 

住民課 

放課後や週末等に子どもたちの安全・安心な活動拠点を設

け、学習や様々な体験の機会を定期的・継続的に提供すること

を目的とし実施する事業です。 

現在、事業の実施及び設置予定はなく今後も既存の児童クラ

ブの充実を優先していきますが、実施する場合は、教育委員会

と連携し提供体制を確保します。 

 

■量の見込み 単位（人） 

 

平成 

25 年度 

（実績） 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

①量の見込 0 
0 0 0 0 0 

②確保の内容 0 0 0 0 0 0 

②－① 0 0 0 0 0 0 
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「放課後子ども総合プラン」について 

 

 共働き家庭等において、子どもが保育園から小学校に進学する際、預けられ

る時間が短くなることにより、直面する社会的な問題を、「小１の壁」といい

ます。 

 子どもについては、家で一人で過ごす時間が増え、安全面や精神面での影響

が懸念されています。両親（特に母親）については、子どもの小学校入学を機

に働き方の変更を迫られるケースが多く見られます。 

 安全・安心な放課後等の居場所の確保については、全国的に早急な整備が求

められているのが現状です。 

  

 国においては、共働き家庭等の「小１の壁」の解消を図り、次代を担う人材

を育成するため、全ての児童が放課後等を安全・安心に過ごすことができ、多

様な体験・活動を行うことができる環境の整備を目的として、文部科学省と厚

生労働省が協力し、一体型を中心とした放課後児童健全育成事業（放課後児童

クラブ）及び地域住民等の参画を得て、放課後等に全ての児童を対象とした学

習や体験・交流活動などを行う事業（放課後子供教室）の計画的な整備を進め

るための「放課後子ども総合プラン」が平成 26 年 7月に策定されました。 

 

 市町村においても、全ての児童の安全・安心な居場所づくりの観点から、放

課後児童クラブ及び放課後子ども教室を計画的に整備することが求められて

います。 

 

 津奈木町については、以上のことを鑑み次の通り整備方針を定めました。 
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津奈木町「放課後子ども総合プラン」 

～放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の整備方針等～ 

 

市町村が取り組むべき項目 津奈木町の方針 

放課後児童クラブの平成 31

年度に達成されるべき目標事

業量 

町内 1箇所で実施。平成 31 年度 28 名の利用を見

込んでいる。 

一体型の放課後児童クラブ及

び放課後子ども教室の平成

31 年度に達成されるべき目

標事業量 

放課後児童クラブの充実を最優先とし、設定しな

い。 

放課後子ども教室の平成 31

年度までの整備計画 

放課後児童クラブの充実を最優先とし、設定しな

い。 

放課後児童クラブ及び放課後

子ども教室の一体的な、また

は連携による実施に関する具

体的な方策 

放課後児童クラブの充実を図り、安全・安心な放

課後等の居場所の確保に努める。 

小学校の空き教室の活用については、児童生徒・

地域住民に対し、学校教育に支障のない範囲で、

学校施設の開放を進めることで対応する。 

小学校の余裕教室等の放課後

児童クラブ及び放課後子ども

教室への活用に関する具体的

な方策 

利用状況を踏まえ、必要に応じて今後、検討を図

る。 

放課後児童クラブ及び放課後

子ども教室の実施に係る教育

委員会と福祉部局の具体的な

連携に関する方策 

教育委員会と住民課で積極的な情報交換・共有を

行う。 

地域の実情に応じた放課後児

童クラブの開所時間の延長に

係る取組 

保護者等と協議し検討を行い必要に応じて津奈

木町子ども・子育て会議にはかる。 

地域の実情に応じた効果的な

放課後児童クラブ及び放課後

子ども教室実施に関する検討

の場（運営協議会等）につい

て 

津奈木町子ども・子育て会議等を通じ検討を行

う。 
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１ 職業生活と家庭生活との両立の推進 

（１）仕事と生活の調和の実現に向けた取り組みの推進 

男女共同参画の推進を図るとともに、企業や労働者へ育児休業等の取得の促進、また、

男性の子育てへの参加の促進により、仕事と生活の調和の実現をめざします。 

 

No. 施策（事業）名 担当課 内容 

１ 男女共同参画推進事業 総務課 

男女がお互いに個性と能力を尊重し合い、あ

らゆる分野において社会参画できるよう、平成

22 年より「津奈木町男女共同参画プラン」に基

づき、男女の人権が尊重される町及び地域社会

の実現を図っています。 

また、平成 27 年度より、本町がめざしている

「住みたくなる町づくり」の実現に向け、「誰

もが心をつなぎ合う やさしさと希望に満ちた

まちづくり」をテーマとして、本町の強みや特

性をできるかぎり活かした計画である第 2 次津

奈木町男女共同参画プランを推進しています。 
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２ 要保護・要支援児童への取り組みの推進 

（１）児童虐待防止対策の充実 

関係機関との連携を図り、虐待の早期発見・防止に努めるとともに、ケース検討会議を

開催するなど、児童虐待防止対策の充実を図ります。 

 

No. 施策（事業）名 担当課 内容 

１ 児童虐待防止活動 住民課 

児童虐待の早期発見・防止のために、関係機

関によるネットワークの構築を図り、情報交換

とケース検討会議を開催するとともに、虐待を

受けている子どもや、虐待をしている親に対す

るケアの充実に取り組んでいます。 

また、民生委員等が中心となり家庭への支援

を進めます。 

 

（２）ひとり親家庭等の自立支援の推進 

ひとり親家庭等の現況を把握し、福祉サービス等各種制度を充実するとともに、相談体

制の充実や就業機会の確保に努め、自立を支援します。 

 

No. 施策（事業）名 担当課 内容 

１ 

福祉サービス等各種

制度の充実 

住民課 

ひとり親家庭等においては、「津奈木町ひとり

親家庭等医療費助成に関する条例」を定め、ひ

とり親家庭等の医療費の一部を助成することに

より、生活の安定と福祉の向上を図っています。 

今後も、ひとり親家庭等の福祉の向上等を目

的とし、意見や要望の把握に努め、関係機関と

連携して制度の改善と周知を図ります。 

２ 社会参加の促進 住民課 

ひとり親家庭等に対する相談体制の充実を図

るとともに、国及び県の「母子家庭等就業・自

立支援センター事業」の活用を周知し、ひとり

親家庭等の就業機会の確保に努め、社会参加の

促進を図ります。 
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（３）障がい児施策の充実 

健康診査等により疾病や事故の予防・早期発見に努めるとともに、障がいのある子ども

とその家庭に対し、一人ひとりの障がいの状況に応じた療育・教育支援等に取り組みます。 

 

No. 施策（事業）名 担当課 内容 

１ 

健康診査や学校にお

ける健康診断等の充

実 

住民課 

教育委員会 

連携 

障がいの原因となる疾病や事故の予防及び早

期発見・治療の推進を図るため、乳幼児に対す

る健康診査や、学校健診等を実施しています。 

今後も、家庭や関係機関と連携しながら、事

業に取り組みます。 

２ 

幼保小中連携体制の

推進 

教育委員会等 

幼稚園・保育園、小・中学校、福祉部署など

関係機関との連携により、体制づくりを強化し

ます。また、特別な教育的支援を必要とする幼

児児童生徒の成長や自立に向けた主体的な取り

組みを支援するため、一人ひとりの教育的ニー

ズに応じた支援を推進しています。 

今後も、保護者や地域住民等の特別支援教育

への理解と啓発を図ります。 

３ 

障がい福祉サービス

等の充実 

住民課 

障がい福祉サービス等の周知や相談支援の充

実により、保護者の負担軽減と障がいのある子

どもの自立や社会参加を促進しています。 

今後も、国等の制度の動向を踏まえ、適切に

対応します。 
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３ 子どもと保護者の健康づくり 

（１）子どもや親の健康の確保 

親子がともに健康な生活を送ることができ、子どもが健やかに発育・発達していけるよ

う健診や育児学級等による支援を行います。 

 

No. 施策（事業）名 担当課 内容 

１ 乳幼児健診の充実 住民課 

疾病の早期発見、心身の発育・発達のチェッ

ク、生活習慣や栄養・育児に関する相談、子育

て支援、児童虐待の予防・早期発見を目的とし

て、乳幼児健診を実施しています。 

今後も、子どもの健やかな成長を支援するた

め、健診を通じ、きめ細やかな支援を図ります。 

２ 育児学級の充実 住民課 

生後２か月から５か月の乳児及びその家族を

対象に育児学級を年３回開催し、乳児の運動発

達確認や離乳食指導などを行っています。 

今後も、乳児の健やかな成長を支援し、育児

に関する知識を普及するとともに、親子の仲間

づくりの機会を提供します。 

 

（２）小児救急医療体制の充実 

安心して子どもを産み育てることができるよう、小児医療の充実に努めるとともに、小

児救急医療体制を充実し、子どもが健やかに育つことができる環境をつくります。 

 

No. 施策（事業）名 担当課 内容 

１ 

小児救急医療体制の

充実 

住民課 

小児救急、休日・祝日在宅当番事業を水俣・

芦北地域で広域的に取り組んでいます。 

今後も、住民ニーズに対応していくため、小

児救急医療体制の充実を図ります。 

２ 

小児医療の情報提供

の充実 

住民課 

小児救急電話相談の情報提供等を行っていま

す。 

今後も、病気等に対する対処法や病院に関す

る情報提供を行います。 
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４ 地域における子育て支援 

（１）経済的支援の充実 

子育て家庭の経済的な負担を軽減し、安心して子どもを産み育てる環境を充実します。 

 

No. 施策（事業）名 担当課 内容 

１ 

チャイルド・ジュニ

アシート貸出事業 

総務課 

乳幼児をもつ保護者等または、一時的にチャイ

ルド・ジュニアシートを必要とする町民に対して、

貸し出しを行っています。 

今後も、継続して実施します。 

２ 

子ども医療費助成

事業 

住民課 

津奈木町子ども医療費助成に関する条例に基づ

き、中学３年生までの子どもに対し、医療費の助

成を行っています。 

子どもの病気の早期発見を促進し、健康を守る

ため今後も継続し、安心して子どもを産み育てる

環境の充実を図ります。 

３ 

風しん予防接種助

成事業 

住民課 

風しん感染症から妊婦を守り、安心して出産で

きるよう接種費用の助成を行っています。 

４ 

多子世帯の保育料

無料 

住民課 

児童が３人以上の多子世帯に対し３歳未満の保

育料を無料とし、子どもを産み育てやすい環境の

整備を推進します。 

 

（２）情報提供・相談支援体制の充実 

子育てに関する情報提供を充実するとともに、乳幼児健診、乳児家庭全戸訪問・子育て

サロンでの相談支援体制の充実を図り、育児の不安解消に取り組みます。 

 

No. 施策（事業）名 担当課 内容 

１ 

子育てに関する情報

提供の充実 

住民課 

広報やホームページ、有線放送などを通じて、

子育てに関する情報提供を行っています。 

今後も、広報やホームページなどを通じて、子

育てに関する情報提供の充実を図ります。 

２ 相談支援体制の充実 住民課 

住民課の保健師等が、乳幼児健診や家庭訪問

の際に相談支援を行っています。 

今後も様々な取り組みを通じた相談支援を実

施することで、子育て中の保護者に対する育児

の不安解消や情報提供に努めます。 



 
第６章 津奈木町での取り組み 

 51

 

（３）子どもの視点に立った居場所づくりの充実 

子どもが地域の中で遊び、学べる環境をつくるため、町の自然や地域施設を活用すると

ともに、自然の中でふれあえる環境づくりを整備し、子どもの視点に立った居場所づくり

の充実に取り組みます。 

 

No. 施策（事業）名 担当課 内容 

１ 

地域施設の開放・充

実 

教育委員会 

長期休業中の子どもたちの居場所をつくるた

め、図書室や体育館、プール等の町営施設の開

放を行っています。 

今後も継続して夏休み等に図書室や体育館、

プール等の開放を実施し、子どもが遊び・学べ

る環境づくりの充実を図ります。 

２ 図書館の充実 教育委員会 

子どもたちの読書に対する環境を充実させる

ため、図書館の蔵書数を増やしていきます。 

また、おはなし会を実施するなど本に対する

啓発活動も継続し、図書館の利用促進を行って

いきます。 

３ 

青少年教育施設活動

の充実 

教育委員会 

Ｂ＆Ｇ海洋性スポーツ活動を充実し、自然体

験活動を始めとする様々な体験活動を展開しま

す。また、地域における活動拠点として、青少

年の積極的な受入れを図ります。 

４ 

美術館・野外彫刻 

振興課 

恵まれた自然環境等、豊かな緑を活かし町全

体が美術館のような「緑と彫刻のある町づくり」

は、文化を行政の柱にした町づくりの重要な施

策でもあります。子どもの情操教育、感性豊か

な心を育てるための環境づくりとして美術館及

び野外彫刻の活用を行います。 

また、住民参画型のプロジェクトや体験型の

イベントも実施しており、楽しみながら美術に

関心をもつ環境を整えていきます。 
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（４）子育て仲間との交流・ふれあいの場の充実 

子育て中の保護者が楽しく子育てに向き合える環境をつくるため、ふれあいルームを充実

するとともに、離乳食教室を開催するなど、子育て仲間との交流やふれあいの場の充実に取

り組みます。 

 

No. 施策（事業）名 担当課 内容 

１ 

キラキラ☆クラブ・

親子ふれあいルーム

の充実 

住民課 

親子のふれあいの充実を図るため、キラキラ

☆クラブを実施しています。また、ふれあいル

ームも併設しているため今後、さらに機会の提

供と内容の充実を図っていきます。 

２ 離乳食教室の充実 住民課 

離乳食に関する情報提供や保護者同士の交流

を促進するため、育児学級と併せて離乳食教室

も実施しています。管理栄養士による指導を行

うなど今後も内容を充実させながら継続して実

施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７章 計画の推進に向けて 

 

１ 計画の推進体制 

２ 計画の進行管理 
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１ 計画の推進体制 

本計画の推進にあたっては、地域内でのきめ細やかな取り組みが必要とされ、そのために

も、本計画を町民へ広く周知するとともに、各年度において計画の実施状況を把握し、その

結果をその後の取り組みの改善や充実に反映させていくことが重要です。 

 

（１）推進体制の確立 

本計画の推進は、行政だけでなく、様々な分野での関わりが必要であり、家庭をはじめ、

保育園、幼稚園、学校、地域、その他関係機関・団体などとの連携・協働により取り組んで

いきます。 

 

（２）情報提供・周知 

本町ではこれまで、子育て支援に関する情報及び利用方法などを広報・ホームページや有

線放送等を活用して公開し、必要に応じて説明会を実施するなど町民に対する広報・周知の

充実に努めてきました。 

今後も、本計画の進捗状況や町内の多様な施設・サービスなどの情報を、広報やホームペ

ージ、パンフレットなどの作成・配布等を通じて、町民への周知・啓発に努めます。 

 

（３）広域調整や県との連携 

子ども・子育てに関する制度の円滑な運営を図るためには、子どもや保護者のニーズに応

じて、保育園などの施設、地域子ども・子育て支援事業などが円滑に供給される必要があり

ます。その中で、保育の広域利用、障がい児への対応など、町の区域を越えた広域的な供給

体制や基盤整備が必要な場合については、周辺市町や県と連携・調整を図り、今後もすべて

の子育て家庭が安心して暮らせるよう努めていきます。 

 

２ 計画の進行管理 

計画の実現のためには、計画に即した事業がスムーズに実施されるように管理するととも

に、計画の進捗状況について需要と供給のバランスがとれているかを把握し、年度ごとの実

施状況及び成果を点検・評価し、検証していく必要があります。 

このため、年度ごとに施設状況や事業の進捗状況の把握・評価を行い、その結果について

は、子ども・子育て会議等で審議していきます。 
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１ 津奈木町子ども・子育て会議条例 

 

○津奈木町子ども・子育て会議条例 

平成25年12月19日 

条例第36号 

(設置) 

第1条 本町に、子ども・子育て支援法(平成24年法律第65号。以下「法」という。)

第77条第1項の規定に基づき、津奈木町子ども・子育て会議(以下「子ども・子育て

会議」という。)を置く。 

(所掌事務) 

第2条 子ども・子育て会議は、法第77条第1項各号に掲げる事務を処理するものとす

る。 

(組織) 

第3条 子ども・子育て会議は、委員15人以内をもって組織する。 

2 委員は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 

(1) 学識経験を有する者 

(2) 教育関係者 

(3) 保育関係者 

(4) 子どもの保護者 

(5) 児童福祉に関係する者 

(6) その他町長が適当と認める者 

(任期) 

第4条 委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

2 委員は、再任されることができる。 

(会長及び副会長) 

第5条 子ども・子育て会議に、会長及び副会長1人を置き、会長は委員の互選により

これを定め、副会長は委員のうちから会長が指名する。 

2 会長は、会務を総理し、子ども・子育て会議を代表する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

(会議) 

第6条 子ども・子育て会議の会議(以下「会議」という。)は、会長が招集し、会長

がその議長となる。 
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2 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、これを開くことができない。 

3 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

4 子ども・子育て会議は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席

を求め、意見若しくは説明を聴き、又は委員以外の者に対し、資料の提出を求める

ことができる。 

(庶務) 

第7条 子ども・子育て会議の庶務は、住民課福祉班において処理する。 

(委任) 

第8条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議の運営に関し必要な事項

は、町長が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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２ 津奈木町子ども・子育て会議委員名簿 

 所  属 役 職 名 氏  名 

１ 津奈木町議会 副議長（教育住民常任委員） 上村  幸一 

２ 民生児童委員協議会 民生・児童委員協議会長 上村  正雄 

３ 民生児童委員協議会 主任児童委員 財部 美智子 

４ 民生児童委員協議会 主任児童委員 西平  絹代 

５ 私立保育所 津南保育園主任保育士 吉海  留美 

６ 公立保育所 津奈木保育園主任保育士 森  喜代美 

７ 公立保育所保護者会 津奈木保育園保護者会長 林  郁 郎 

８ 私立保育所保護者会 津南保育園保護者会長 山 口  健 

９ ＰＴＡ連絡協議会 津奈木小ＰＴＡ会長 諌山 卓四郎 

10 ＰＴＡ連絡協議会 平国小ＰＴＡ会長 福田 康太郎 

11 ＰＴＡ連絡協議会 津奈木中学校ＰＴＡ副会長 本山  靜江 

12 公立幼稚園 津奈木幼稚園主任 勝田 真由美 

13 公立幼稚園保護者 津奈木幼稚園保護者会長 德田  真路 

14 教育委員会 教育課長 椎葉  正盛 

15 社会福祉協議会 事務局長 金 子  靖 
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３ 支援事業計画策定の経過 

 

日  程 内  容 

平成２５年１１月 子ども・子育て支援事業計画策定に係るアンケートの実施 

 対象 就学前の児童を持つ親 

 目的 子育てに関するニーズ量の把握 

平成２５年１２月 津奈木町子ども・子育て会議条例の制定 

平成２６年 ４月 子ども・子育て会議委員の委嘱 

平成２６年 ６月 第１回津奈木町子ども・子育て会議の開催 

 ○子ども・子育て支援新制度の概要 

 ○今後のスケジュールについて 

 ○アンケート調査の結果について 

平成２６年 ９月 第２回津奈木町子ども・子育て会議の開催 

 ○保育の必要性の認定基準について 

 ○津奈木町子ども・子育て支援事業計画（案）について 

平成２７年 ２月 第３回津奈木町子ども・子育て会議の開催 

 ○新制度における保育料の概要について 

 ○津奈木町における保育料について 

平成２７年 ３月 第４回津奈木町子ども・子育て会議の開催 

 ○津奈木町改定保育料について 

 ○津奈木町子ども・子育て支援事業計画（案）について 
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４ 用語解説 

 

あ行     
■一時預かり 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主と

して昼間において、認定こども園、幼稚園、保育所、地域子育て支援拠点その他

の場所で一時的に預かり、必要な保護を行う事業。 

 

か行     
■教育・保育施設 

「認定こども園法」に規定する認定こども園、学校教育法に規定する幼稚園、及

び児童福祉法に規定する保育所をいう。 

■子育て短期支援事業 

保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難と

なった児童について、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行う事業（短期入

所生活援助事業（ショートステイ事業）及び夜間養護等事業（トワイライトステイ

事業））。 

■子ども・子育て関連３法 

「子ども・子育て支援法」「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律の一部を改正する法律」「子ども・子育て支援法及び就学前

の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正

する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」の３法のこと。 

■子ども・子育て支援 

すべての子どもの健やかな成長のために適切な環境が等しく確保されるよう、

国若しくは地方公共団体または地域における子育ての支援を行う者が実施する子

ども及び子どもの保護者に対する支援。 

■子ども・子育て支援事業計画 

5 年間の計画期間における幼児期の学校教育・保育・地域の子育て支援について

の需給計画。新制度の実施主体として、特別区を含めた全市町村が作成する。 
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さ行     
■時間外保育事業（延長保育事業） 

保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外の日及び時

間において、認定こども園、保育所等で保育を実施する事業。 

■事業所内保育 

０～２歳児を対象とし、事業所内の施設において、事業所の従業員の子どもの

ほか、地域の保育を必要とする子どもの保育も行う事業。 

■小規模保育 

０～２歳児を対象とし、利用定員が６人以上 19 人以下で保育を行う事業。保育

所分園に近い類型（Ａ型）、家庭的保育（グループ型小規模保育）に近い類型（Ｃ

型）、その中間的な類型（Ｂ型）の３類型がある。 

 

た行     
■地域子育て支援拠点事業 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相

談、情報の提供、助言その他の援助を行う事業。 

■地域子ども・子育て支援事業 

地域子育て支援拠点事業、一時預かり、乳児家庭全戸訪問事業、延長保育事業、

病児・病後児保育事業、放課後児童クラブ等、子ども・子育て支援法に基づき実

施する事業。 

■地域型保育事業 

０～２歳児を対象とし、小規模保育、家庭的保育（保育者の居宅等で利用定員５

人以下で保育を行う）、居宅訪問型保育（保育を必要とする子どもの居宅で保育を

行う）及び事業所内保育を行う事業。 

 

な行     
■乳児家庭全戸訪問事業 

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報

提供や養育環境等の把握を行う事業。 

■認定こども園 

就学前の子どもに幼児教育・保育を一体的に提供する施設。保護者が働いてい

る、いないに関わらず利用でき、保護者の就労状況が変化した場合でも継続して

利用できる。また、地域における子育て支援として、すべての子育て家庭を対象

に、子育て不安に対応した相談活動や、親子の集いの場の提供等を行う。 
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■妊婦健康診査 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、①健康

状態の把握、②検査計測、③保健指導を実施するとともに、妊婦期間中の適時に

必要に応じた医学的検査を実施する事業。 

 

は行     
■病児・病後児保育事業 

病児・病後児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、

看護師等が一時的に保育等を実施する事業。 

■ファミリーサポートセンター事業 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預か

り等の援助を受けることを希望する者と、当該援助を行うことを希望する者との

相互援助活動に関する連絡、調整を行う事業。 

■放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業） 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授

業の終了後に小学校の余裕教室、児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を

与えて、その健全な育成を図る事業。 

■放課後子ども教室 

すべての子どもを対象として、安全・安心な子どもの居場所を設け、地域の

方々の協力を得て、子どもたちと共に勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との

交流活動等の取り組みを推進する事業。 

 

や行     
■養育支援訪問事業 

養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・

助言等を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業。 

 

ら行     
■利用者支援事業 

子どもまたはその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援

事業等の情報提供及び必要に応じて相談・助言等を行うとともに、関係機関との

連絡調整等を実施する事業。 
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